
平成２7年第２回市議会定例会が６月１０日に開会しました。
初日本会議には、監査報告１０件、一般財団法人和泉市文化振興
財団、公共施設管理公社、株式会社公共サービス公社など各決算

書類や事業計画書類の提出について、平成２６年度予算繰越計算書について、専決処分など１７件
の報告案件、（仮称）和泉市総合スポーツセンター整備工事の工事請負契約など１０件の議案、１
選挙案件が上程されました。議案については、各常任委員会に付託され質疑が行われます。私は総
務安全委員会に所属しており、委員会と協議会の主な内容をご報告申し上げます。
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議案第63号和泉市職員条例の一部を改正する条例案が上程されました。その第2条の9に消防
職員の定数が規定されており現在の155名から163名に定数を拡充する内容。
提案理由は、消防署南分署において消防隊及び救急隊を兼務により配置している状況を改め、同
分署の諸葛地域における消防力の強化を図る必要があるためです。
私の質疑内容（要旨）
質問：
職員採用計画はどうなるのか？採用できる見込みはあるのか？
答弁：
来年度の職員採用については、採用予定の職種及び人数を検討中で、7
月中に決定し、8月号広報及び市のホームページ等で公表・周知してい
く。
質問：
速やかに改善してほしいと思うが、年度途中に採用する考えはないのか？
答弁：
採用時期につぃては、基本的に優れた人材を広く募集するため、学校を新たに卒業する方や、社
会人の方を対象として、4月から採用することが好ましいと考えます。
意見：
現在兼務状態にあり、緊急時に出動することが出来ないとか、隊員の健康維持に問題がないのか
など心配な点が多いので、一日も早い改善をお願いしたい。

和泉市立病院の患者サービス向上の中で「救急医療」について

平成２６年度
小児科 火 毎週 17：15～ 翌6：00

土 第２，３，５週 23：00～ 翌6：00

循環器内科 月～土（祝日除く）

外科 月、水、金、日 9：00～翌9：00

整形外科 火、木、土 日曜は夜間のみ

※救急隊からのホットラインのみ

腫瘍内科 安心カード所持者 ２４時間３６５日

⇓ ⇓ ⇓ ⇓
平成２７年度

平成２６年度の救急医療に加えて『断らない日』を週２日設ける。
体制 ：担当医 非常勤救急専門医１名(新規）
診療科 ：全般(小児科を除く）１次.２次救急
３次救急 ：岸和田徳洲会病院へ転送
平成２７年６月中旬から
初期診療対応日 毎週 月、木 9：00～翌8：00の間



委員会協議会にて提出されました最新の新病院のイメージパース、断面構成、工事範囲など以下
の通りです。

主張 18歳選挙権 民主主義の深化と拡大の契機に

選挙権年齢を現行の「20歳以上」から「18歳以上」に引き下げる公職選挙法改正案が衆院を通過
し、今月中にも成立することが確実となった。来年夏の参院選から適用される見込みで、高校3年
生を含む約240万人の若者が新たに有権者の仲間入りをする。
過去40年来、その実現を訴え続けてきた公明党の取り組みがついに結実する格好だ。率直に歓迎、
評価したい。
18歳選挙権は世界の大勢である。況んや、世界に類例がないスピードで少子高齢化が進行するわ
が国だ。膨らみ続ける社会保障費の負担をこれから支え続ける将来世代が、主権者として政治参画
する意義は諸外国以上に大きい。
そうでなくとも民主主義は、参加の枠を広げることで成熟の度を増すという特質を本来的に持つ。
日本の議会政治も、有権者の規模を拡大するたびに、民主主義をより高次のステージに進めてきた。
30歳から25歳へ、20歳へという選挙権年齢の引き下げしかり、階級や性差の枠を払う完全普通
選挙制度への歩みしかりだ。今回の法改正の本質的な意義も、民主主義の深化と拡大というこの一
点にあることを確認しておきたい。
無論、年齢を引き下げるだけで若者の政治参加が進むわけではない。現実にも、若者の投票率は極
端に低く、前回衆院選での20代の投票率は32.58％にまで落ち込んだ。選挙や政治に対する未成
年者の関心、責任感を社会全体で育んでいく必要がある。
なかでも重要なのは、学校現場における主権者教育の充実だろう。政治的中立性を確保しつつ“生
きた学習”をどう行うか。高校生の政治活動を禁じた1969年の文部省（当時）通知見直しの是非
も含め、検討を急いでほしい。
それ以上に重い責任を持つのが政党・政治家だ。時代の変化とともに民意は複雑・多様化する一方
にあるが、多くの政党はそれを吸収できず、結果として若者の政党・政治離れを加速させている。
政党は今こそ、自らの復権に全力で取り組む必要がある。
その先駆を切ろうと、公明党は早速、党内にプロジェクトチームを発足させ、理念、政策から運動
論に至るまで、あらゆる角度から検討を始めたことを記しておきたい。

公明新聞：2015年6月12日（金）付
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